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地域保健活動における主要用語の定義デルファイ法を用いた全国調査
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目的 保健師が健康な地域づくりを関係職種とともに推進していくために，地域保健活動における

主要用語を，保健師および協働する関係職種の意見を取り入れながら定義することを目的とし

た。

方法 厚生労働省健康局長通知である「地域における保健師の保健活動に関する指針」で使用され

ている主要用語を抽出し，研究メンバーにて作成した定義案に対する調査をデルファイ法によ

り実施した。調査対象は，自治体の管理的立場にある保健師，自治体事務職員，保健師養成機

関の公衆衛生看護学教員，社会福祉協議会職員，各200人，計800人とした。用語の定義案への

適合度を 4 件法のリッカートスケールで尋ね，「同意する」「どちらかといえば同意する」を

「適合」として割合を集計し，70以上を合意水準とした。また，各定義案に自由記載欄を設

け，意見や代替案を記載できるようにした。

結果 第 1 回調査は，231人の回答を得て，適合度の範囲は83.9から96.9，平均は91.5であっ

た。すべての用語の定義で合意水準を超えたが，適合度や自由記載の意見等を参考に，すべて

の用語の定義の妥当性を検討した。意見は，各職種から幅広く得られ，定義の長さ，使用され

る場面，言葉の使い方，表現，定義案への違和感とその箇所，代替案の提案等があげられた。

第 2 回調査は，第 1 回調査時に同意が得られた対象者117人に実施し，90人の回答を得た。第

2 回調査の適合度の範囲は86.7から98.9，平均は94.6であり，定義が対象者の合意に達

したと判断した。自由記載の意見を参考に一部の用語の定義に修正を加え，定義を確定させ

た。最終的に定義した用語は，地域，地域診断，政策等の23の用語である。

結論 すべての定義の適合度が85を超える値であり，多様な解釈のある用語を，保健師の地域保

健活動の観点から定義することができた。保健師と協働する関係職種の意見を含めて定義した

ことにより，これらの職種と共有できる用語の定義となったと考える。本用語の定義は，保健

師および協働する関係職種において，実践，教育，研究の場で活用できると考える。

Key words地域保健活動，デルファイ法，用語の定義，保健師，関係職種の連携
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 は じ め に

近年の健康課題は複雑かつ多様化している。人々

の価値観や生活習慣の多様化に加え，多発する大規

模な自然災害，人口構造の変化，地域間格差といっ

た住民の自助努力や専門職による個別支援のみでは

対応できない健康課題が増えている。

保健師は，地域保健関連政策の担い手として，こ

のような健康課題の解決に向けた役割を果たすこと

が求められる。2013年 4 月に発出された「地域にお
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ける保健師の保健活動について」（厚生労働省健康

局長通知)1)において，地域特性に応じた健康な地

域づくりの推進の方向性が示された。本通知は，保

健師が，担当地域での保健活動を行うために留意す

べき指針（地域における保健師の保健活動に関する

指針。以下，活動指針。）を示したものであり，と

くに，保健師が保健活動を行うための体制整備とし

て，都道府県および市町村の役割について明記され

たものである。また，活動指針では，保健師は直接

的な保健サービスの提供を行うのみならず，住民の

主体的活動の支援，健康危機管理，包括的な保健，

医療，福祉，介護のシステムの構築等の広範な役割

が示されており，さらに，保健医療福祉に係る計画

の策定に関わることが求められている。

保健師がこれらの多様な活動を通して，健康な地

域づくりを具現化していくことは，近年の複雑で多

様化した健康課題の解決につながると期待される。

健康な地域づくりの推進に向けた取り組みは保健師

の地域保健活動そのものであり，保健師の専門性の

明確化と関係職種の協働が不可欠である。

しかし，保健師が行う健康な地域づくりについ

て，系統的な方法や効果については十分に明確にさ

れているとは言えず，歴史的な保健師の活動が個々

の事例として伝承される2～4)にとどまっている。保

健師が地域づくりにおける概念を共有し，科学的ア

プローチを探求するにあたって，その基礎となる用

語を確立していくことが重要である。

また，保健，医療，福祉，介護等の各種サービス

の総合調整，体制の整備や保健医療福祉計画の策定

等をはじめ健康な地域づくりのために行う保健活動

は，関係職種と協働して進められるものである。円

滑な連携と協働が行われるためには，協働する関係

職種が互いの活動を理解する必要がある。しかし，

福祉部門に配属された保健師の職業的アイデンティ

ティに揺らぎが生じること5)や保健師と事務職員の

意見の相違があること6)が示されており，協働にお

ける課題が生じている。これらの課題の背景には，

保健師と関係職種の間に，活動に対する共通理解の

不足や専門分野による認識の相違があることが予測

される。保健師と関係職種で共通に使用できる用語

は，職種間の異なる価値観や判断基準をつなぐもの

となる可能性がある。

しかし，地域保健活動に関する主要用語について

は，日本地域看護学会や日本公衆衛生看護学会が，

「地域看護学」「公衆衛生看護学」「保健師」等7,8)の

用語を定義しているが，具体的な用語については示

されていない状況である。

よって，保健師が健康な地域づくりを関係職種と

ともに推進していくために，地域保健活動に関する

主要用語の定義が求められ，保健師と協働する関係

職種の共通理解が得られる定義となることが重要で

ある。本研究は，主に活動指針における主要用語を

抽出し，保健師および協働する関係職種の意見を取

り入れながら定義することを目的とした。このこと

は，保健師の地域保健活動に関わる用語の概念を共

有し，関係職種との円滑な連携に寄与すると考える。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

デルファイ法を用いた自記式質問紙調査である。

デルファイ法は，専門家をパネルとし，一連の質問

紙によって意見・予測・判断等を求める調査法であ

り，回答を繰り返すことにより，集団としての合意

を効果的に得ることができる9)。デルファイ法は，

十分な根拠が存在しない状況下で，集団の合意に基

づく見解を根拠として提示することができるという

利点があり10)，多様な専門家集団の合意を効率的に

得る方法としてもっとも適切であると判断した。

. 研究対象者と選定基準

本調査で合意形成をめざす用語は，保健師が関連

職種とともに地域保健活動を実践するために用いる

ものである。保健師の地域保健活動に関わる用語の

概念を共有するためには，保健師および協働する関

連職種の共通理解が得られる用語の定義が必要であ

る。そのため，研究対象者（エキスパートパネル）

を保健師およびとくに連携することの多い保健医療

分野以外の専門職とし，◯自治体の管理的立場にあ

る保健師（以下，自治体保健師），◯自治体事務職

員（保健活動の実践領域の者），◯保健師養成機関

の公衆衛生看護学教員（以下，保健師養成教員），

◯社会福祉協議会職員（以下，社協職員）の 4 職種

に設定した。

第 1 回調査は，調査対象の 4 職種（各200人）を

抽出した。各職種を200人とした理由は，全国の保

健師養成機関数を基準とし，同数程度としたためで

ある。自治体は，「平成28年度保健師活動領域調査

（領域調査)｣11)に基づき，全保健師数に占める「都

道府県」ならびに「市区町村」に勤務する保健師の

割合を考慮し，都道府県保健所30か所，市区町村

170か所を無作為抽出した。保健師養成機関（専修

学校，短期大学専攻科，大学，大学院）は，2017年

2 月現在，卒業生・修了生を輩出していない機関等

を除いた200校を抽出した。社会福祉協議会は，指

定都市地区社会福祉協議会369か所，市区町村社会

福祉協議会1,807か所から200か所を無作為抽出し

た。対象者は，各自治体 2 人（保健師 1 人，事務職
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員 1 人），保健師養成教員と社協職員は各機関 1 人

の各200人，計800人とした。

第 2 回調査は，第 1 回調査で第 2 回調査への同意

が得られた者とした。

. 定義案と質問紙の内容

1) 用語の抽出と定義案の作成

活動指針で使用されている地域保健活動に関連す

る主要用語を抽出した。用語は，地域づくり，政策

形成，人材育成等に関連する範囲とし，個への対人

支援（家庭訪問，健康相談等）は対象外とした。

第 1 回調査では，地域，地区，地域特性等の22の

用語を抽出し，第 2 回調査では，第 1 回調査の結果

から定義する用語を一部修正・分割し，最終的に23

の用語を定義した。定義した用語は，◯地域，◯地

区，◯地域特性，◯まちづくり/地域づくり，◯保

健師による地区活動，◯地区担当制，◯業務担当制，

◯地域ケアシステム，◯地域ケアシステムの構築，

◯地域診断，◯健康課題，◯政策，◯施策，◯施策

化，◯事業，◯事業化，◯保健活動，◯保健サービ

ス，◯保健事業，◯PDCA サイクル，◯ソーシャ

ルキャピタル，◯統括的な役割を担う保健師，◯保

健師人材育成であった。

定義案は，用語ごとに担当者を決め，地域保健や

地域診断等に関わる書籍12～33)，雑誌34～45)，報告

書46)等を含む多数の文献レビューを行い，用語が使

用される文脈や意味を書きだした。さらに，教育や

実践現場で使用されることを意識しながら，素案を

作成した。会議では，素案を元に研究メンバーで，

一つ一つ定義案を確認し，意見を出し合い，内容を

精錬した。なお活動指針に定義の記載のある用語に

ついては，活動指針において用いられている定義を

基に素案を作成し，同様に会議で検討した。本研究

メンバーは，公衆衛生看護研究者，管理的立場の保

健師，地域活性化・環境共生まちづくりの専門家で

構成し，臨床や他分野の意見が反映されるようにし

た。会議は，日程を分けて複数回実施し，新たな意

見が出なくなるまで検討を重ねた。

2) 質問紙の内容

 第 1 回調査

選定した用語と定義案それぞれについて，◯適合

度，◯重要度，◯使用頻度を 4 件法のリッカートス

ケールで尋ねた。適合度，重要度，使用頻度の項目

は下記の通りである。

適合度用語の定義案に「同意する」「どちら

かというと同意する」「どちらかというと同意

しない」「同意しない」のいずれか。

重要度当該用語が「非常に重要」「重要」「そ

れほど重要でない」「重要でない」のいずれか。

使用頻度日常活動において当該用語を「よく

使う」「ときどき使う」「あまり使わない」「まっ

たく使わない」のいずれか。

また，定義案ごとに意見（適合度に対する理由，

修正案，代替案等）を自由記載で求めた。回答者の

属性では，年齢，性別，所属・職種，経験年数の項

目を設定した。

 第 2 回調査

第 1 回調査で得られた適合度等と自由記載に記入

された意見を基に定義案を作成し，調査票には修正

した定義案と修正点を記載した。定義案ごとに適合

度を 4 件法のリッカートスケールで尋ねた。また，

第 1 回調査と同様に自由記載の意見を求めた。回答

者の属性として，所属・職種，経験年数の項目を設

定した。

3) 調査期間

第 1 回調査は2017年 6 月～7 月，第 2 回調査は

2017年 9 月に実施した。

. 分析方法

属性，各評価指標である適合度，重要度，使用頻

度について，記述統計を行った。適合度について

は，「同意する」「どちらかというと同意する」の回

答を「適合」，重要度については「非常に重要」「重

要」の回答を「重要」，使用頻度については，「よく

使う」「ときどき使う」の回答を「使用」として割

合を集計した。有効回答のうち，回答に記載の漏れ

があるものについては，項目ごとに欠損値とし，除

外して集計した。

すべての定義案について，適合度と各定義案に設

けた自由記載の内容を参考に，定義の見直しを行

い，定義案を修正した。

適合度の合意水準は，Sumsion47)，Ziglio48)を参

考に，70以上とした。

統計処理は，Microsoft Excel 2016で行った。

. 倫理的配慮

聖路加国際大学研究倫理審査委員会の承認を得て

実施した（承認日2017年 5 月 9 日，承認番号17

A010）。

自記式調査票の回収をもって調査に同意が得られ

たものとした。第 2 回調査の協力にあたり，同意し

た者の氏名と調査票送付先を入手したが，委託業者

が管理し，回答者の匿名性を確保した。

 研 究 結 果

. 回答者の属性

第 1 回調査は，800人に調査票を配布し，有効回

答は231人（有効回答率28.9）であった。属性の

記述のなかった 2 人は有効回答に含め，属性以外の
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表 回答者属性

第 1 回調査 第 2 回調査

n＝231  n＝90 

年齢 20代 7 3.0

30代 20 8.7

40代 77 33.3

50代 109 47.2

60代 15 6.5

70代以上 1 0.4

未回答 2 0.9

性別 男性 65 28.1

女性 164 71.0

未回答 2 0.9

所属・職種 自治体保健師 62 26.8 17 18.9

自治体事務職員 50 21.6 15 16.7

保健師養成教員 72 31.2 37 41.1

社協職員 45 19.5 17 18.9

未回答 2 0.9 4 4.4

経験年数 自治体保健師 平均27.5
（SD＝6.4)
範囲 837

平均27.6
（SD＝7.4)
範囲1037

自治体事務職員 平均22.4
（SD＝10.3)
範囲 237

平均18.9
（SD＝12.0)
範囲 238

保健師養成教員 平均14.5
（SD＝7.6)
範囲 130

平均14.3
（SD＝7.8)
範囲 129

社協職員 平均14.8
（SD＝9.4)
範囲 035

平均14.4
（SD＝10.0)
範囲 027

541第68巻 日本公衛誌 第 8 号2021年 8 月15日

すべてが白紙であった 1 人は無効回答とした。第 2

回調査は，第 1 回調査時に同意が得られた対象者

117人に実施し，90人（調査票配布数ベースの有効

回答率76.9）の回答が得られた。

回答者の所属・職種は，第 1 回調査，第 2 回調査

でそれぞれ自治体保健師62人（26.8），17人

（18.9），自治体事務職員50人（21.6），15人

（16.7），保健師養成教員72人（31.2），37人

（41.1），社協職員45人（19.5），17人（18.9），

未回答 2 人（0.9），4 人（4.4）であった。経験

年数の平均（標準偏差）は，自治体保健師27.5年

（6.4），27.6年（7.4），自治体事務職員22.4年（10.3），

18.9年（12.0），保健師養成教員14.5年（7.6），14.3

年（7.8），社協職員14.8年（9.4），14.4年（10.0）

であった（表 1）。

. 第回・第回調査の適合度と最終定義

第 1 回調査の適合度の範囲は， 83.9 から

96.9，平均は91.5であり，すべての用語の定義

で合意水準を超えたが，適合度等や自由記載の意見

を参考に，すべての用語の定義内容の見直しを行っ

た。第 2 回調査の適合度の範囲は，86.7から

98.9，平均は94.6であり，対象者の合意に達し

たと判断した。適合度等や自由記載の意見を参考に

一部の用語の定義内容に修正を加え，最終定義を確

定させた（表 2， 3）。

. 第回調査結果から削除・修正した用語

適合度はすべての用語の定義が合意水準を超え，

適合度より削除した用語はなかった。重要度はすべ

ての用語で80を超え，使用頻度も最も少ない用語

で約半数程度であった。

削除した用語は「ソーシャルキャピタルの醸成」

である。「ソーシャルキャピタル」を定義しており，

醸成まで定義する必要がないという意見や使用頻度

等を考慮し，削除することとした。

修正した用語は，「地域診断/地区診断/地域アセ

スメント/コミュニティアセスメント」を「地域診

断」とした。類似概念を同じ定義で括ってよいの

か，同義にすることに違和感がある等の意見を受け

て検討し，活動指針で用いられている「地域診断」

とした。また，「保健師による地域のケアシステム

の構築」は保健師のみで行えるものではないという

意見より，「地域ケアシステムの構築」とした。「地

区活動」は，他職種も行っており，保健師に限定し

た内容の方が明確になるため「保健師による地区活

動」とした。

「施策・施策化」「事業・事業化」はそれぞれの持

つ意味を明確にするために用語を分割し，「施策」

「施策化」「事業」「事業化」とした。

. 自由記載の内容と用語の定義の修正

第 1 回定義案に対して得られた自由記載の意見を

参照し，各定義の妥当性や修正案等について研究メ

ンバーで検討を重ねた。

一部の用語の定義への意見（抜粋）と修正の過程

を紹介する（表 4）。自由記載の意見は，各職種か

ら幅広く得られ，第 1 回調査では，各用語に10～40

個程度，第 2 回調査で 5～15個程度あげられた。定

義の長さ，使用される場面，言葉の使い方，表現，

定義案への違和感とその箇所，代替案等があげられ

た。

「地域特性」は，「行政圏という言葉がわかりにく

い」や「文化，価値観，規範，風習，生活様式等も

含まれるのではないか」等の意見が複数あげられ，

地域特性を示す項目を包括的に取り入れた表現とな

るように意識しながら修正した。

「健康課題」は，定義案の「障害されている健康

がわかりにくい」という意見を受けて表現を修正し

た。また，健康課題には「潜在的なものも含まれる」

という意見から，顕在的・潜在的の両者を明記する
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表 第 1 回・2 回調査の適合度，重要度，使用頻度

第 1 回適合の割合
（)

第 2 回適合の割合
（)

重要の割合
（)

使用の割合
（)

地 域 83.9 95.6 96.9 96.0

地 区 91.7 93.3 97.8 95.1

地域特性 86.5 97.8 92.9 88.0

地域づくり/まちづくり 94.3 96.9 89.8

まちづくり/地域づくり 93.3

地区活動 93.4 95.4 77.5

保健師による地区活動 93.3

地区担当制 96.9 97.8 90.1 76.3

業務担当制 96.1 97.8 90.6 76.8

地域のケアシステム 91.3 95.1 78.9

地域ケアシステム 94.4

保健師による地域のケアシステムの構築 85.3 83.6 51.6

地域ケアシステムの構築 96.7

地域診断/地区診断/地域アセスメント/
コミュニティアセスメント 91.3 94.2 73.3

地域診断 93.3

健康課題 91.7 93.3 95.1 79.2

政 策 95.7 97.8 93.4 76.8

施 策
93.5

94.4
94.7 82.1

施策化 92.2

事 業
95.6

97.8
97.8 96.9

事業化 94.4

保健活動 91.3 94.4 89.3 74.7

保健サービス 88.5 89.9 90.5 75.7

保健事業 93.9 95.2 95.0 83.0

PDCA サイクル 96.0 98.9 94.6 80.8

ソーシャルキャピタル 87.4 86.7 84.4 52.9

ソーシャルキャピタルの醸成 86.4 81.6 46.9

統括的な役割を担う保健師 92.9 92.2 83.6 52.0

保健師人材育成 88.2 94.2 86.9 65.0
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定義とした。

「ソーシャルキャピタル」は，「社会的しくみの特

徴とは何か」「わかりにくい」「日本語のほうがよい」

等の意見が複数あげられ，社会的なつながりから生

まれるものという視点で修正した。

人材育成は，「定義が長く，わかりにくい」「自己

啓発が人材育成なのか」等の意見を受けて，個人が

学ぶことに着目しすぎずに，人材育成を通して，保

健師の職能として，保健活動の質の保証を計画的に

行うことが重要であるという考えに達し，修正した。

その他のすべての用語の定義においても，同様の

方法で見直しを行った。

調査全体への意見として，「日頃悩んでいる用語

の定義がより具体的になり，今後の教育・研究活動

に活かすことができる」「人によってさまざまな語

句の使い方をするなか，丁寧に定義づけを行い平準
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表 用語の定義（最終)

用 語 定 義

地 域
地理的境界をもつ空間の範囲である。そこで生活あるいは活動する人々は，多くの場合，共

通する文化的特徴をもち，社会基盤や社会資源を共有する。

地 区
地域を構成する空間の範囲であり，人々の日常生活の基盤となる区域。保健師の地区活動に

おいては，保健活動を展開する範囲を示す。

地域特性
一定の境界を有する生活圏を特徴づける自然条件，社会条件，および，そこで生活する人々

が共有する文化に基づいた意識や行動。

まちづくり/地域づくり

地域の人々の暮らしや健康を守り，人々が望む生活を目指して行われる諸活動であり，その

プロセス。地域に生活する人々，行政，民間団体等が協働すること，地域への愛着や関心，

強みを育むことを通して推進される。

保健師による地区活動
訪問指導，健康相談，健康教育および地区組織の育成等を通じて地区を把握し，住民が主体

的かつ継続的に健康的な生活を送れるよう地域住民や関係機関等と協働して行う保健活動。

地区担当制
一定の地区に責任をもち，その地区で生活するすべての人々の健康や生活の質の向上のため

に活動を行う体制。

業務担当制
母子・成人・高齢者・精神・感染症等の分野ごとに責任をもち，その分野の対象とする人々

の健康や生活の質の向上のために活動を行う体制。

地域ケアシステム

住民がその地域で生活を継続するために必要な，様々なサービスを一体的，継続的に提供す

る仕組みとその機能。保健，医療，福祉等のフォーマルなサービスだけでなく，住民組織な

どによるインフォーマルなサービスも含む。

地域ケアシステム

の構築

関係機関や地域住民と協働してサービスや社会資源の調整および開発を行い，地域ケアシス

テムの仕組みを作ったり，その仕組みを効果的に機能させたりすること。

地域診断

保健活動，地区踏査，調査研究，統計情報等に基づいて，住民の健康状態や生活実態を把握

して，地域において取り組むべき課題，その構成要素と要因を明らかにすること。

注）課題への対応を検討することを含む場合がある。

健康課題 健康や生活の質の向上を目指す上で取り組むべき事柄。顕在的あるいは潜在的なことも含む。

政 策
政府や自治体の取り組むべき課題と解決のための基本方針を表明したもの。政策施策事業

の構造をもつ。

施 策 政策課題を解決するための方針や対策を示したもの。

施策化 政策課題を解決するための計画，実施，評価の過程。

事 業 施策を実現するための具体的な活動。

事業化 施策を実現するための具体的な活動を計画，実施，評価する過程。

保健活動
人々の健康や生活の質の向上のために行われる諸活動。保健サービス，保健事業を含む包括

的な用語。

保健サービス
人々の健康や生活の質の向上のために，組織的に行われる知識・技術の提供。

注）保健活動と同義語として使われることがある。

保健事業 施策を実現するために，計画に基づいて行われる具体的な保健活動。

PDCA サイクル

活動の目標と計画を設定する Plan，計画を実施する Do，活動を評価する Check，評価結果

に基づいて計画の見直しや改善を行う Act の 4 段階で構成される循環過程。業務を継続的に

改善するための管理の手法のこと。

ソーシャルキャピタル
人々のつながりや関係性を資源と捉える概念。集団としての結束や協調性をもたらし，健康

と生活の質を高める基盤となる。

統括的な役割を担う

保健師

地域特性に合わせた様々な活動を効果的に推進するために，保健師による保健活動の組織横

断的な調整や，計画的な保健師の人材確保・人材育成等における指導・調整を担う保健師。

注）保健師の保健活動の総合的調整等を担う部署に配置することが望ましいとされる。

保健師人材育成
保健活動の質の保証のために専門職として必要な能力を備えた保健師を，基礎教育から継続

的かつ組織的に育てること。
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化されると，一般にも広く理解，共感される専門職

としての活動につながると思う」等の定義の必要性

に関する意見が多数得られた。

 考 察

. 用語の定義の特徴と意義

本研究は，地域保健活動における主要用語を，デ

ルファイ法を用いて定義した。

自治体保健師，自治体事務職員，保健師養成教

員，社協職員を対象に調査を実施し，第 2 回調査で

は，すべての定義の適合度が85を超えた。また，

用語の重要度もすべての用語で80を超え，今回定

義した用語が地域保健活動に重要な概念であること

が確認された。

用語の定義案に多数の意見があげられたことや用

語を定義することへの肯定的な意見からも，本研究

は，現場のニーズを反映したものであったと推察さ

れる。

本研究において定義した用語は，すでに他分野に

おいて定義されている用語も含まれるが，それらに

ついても保健師の地域保健活動の観点から，協働す

る関係職種の合意を得て定義したことに特徴がある。

1) 人々の健康と生活にフォーカスした定義内容

本研究における定義は，保健師の地域保健活動の

用語の概念を明確にし，活動へ適用を図ることを意

図して作成した。定義内容は，住民の健康と生活に

フォーカスするものとなった。

たとえば，「地域」や「地区」は，法令用語にお

いては，土地の区域ないし範囲，一定区画の土地等

を表す49)傾向にあるが，本研究においては，人々の

日常生活における生活の基盤となる範囲であること

が強調された。また，「まちづくり」は，狭義には

都市計画が対象とする領域に使われるものである

が，広義には「空間づくり」「環境づくり」「ルール

づくり」「イベントづくり」「生業づくり」「ひとづ

くり」という，地域における 6 つの取組みを示す多

義的なものとされている50)。本研究における定義は

この中に包含されるが，地域の人々の健康と生活を

中心に構成される内容である。

23の用語のうち，政策や人材育成等に関するもの

以外の13の用語の定義に生活や健康という言葉が含

まれており，保健師の地域保健に関する活動は，

人々の健康と生活を主軸に展開していることがあら

ためて示された。保健師が地域保健活動の用語の概

念を意識し，自らの活動に取り入れていくことによ

り，｢日々の業務をこなすことに追われている」「対

応するケースや業務が複雑，困難になっている」等

の課題が示される状況51)を超えて，健康な地域づく

りの推進に向けた専門性を明確にできる可能性があ

る。

2) 関係職種への共通理解を得られる定義

本研究の用語の定義は，主に保健師が使用するこ

とを念頭において作成したものであるが，活動指針

をはじめ健康な地域づくりの推進には，関係職種と

の協働が不可欠である。保健師の地域保健活動にお

ける主要な関係職種である自治体事務職員や社協職

員の意見を含めて定義したことで，これらの職種と

共有できる用語の定義となったと考える。

保健師の活動部門は多岐にわたり，本庁や保健所

の保健部門以外，その他施設（福祉施設等，福祉事

務所，教育委員会，児童相談所，等）に配属される

割合は増加している52)。保健師が各部署に一人配置

であるケースも多く，関係職種との円滑な連携が求

められる。地域住民の健康と安寧は，すべての職種

にとって共通の目標であり，近年の複雑な健康課題

の解決に向けて取り組むためには，協働がより重要

になる。

保健師がどの配属先であっても，保健師の地域保

健活動を関係職種に伝わる言葉で説明することが求

められ，関係職種の合意を得た本用語の定義は，そ

の実現に寄与すると考える。保健師が培ってきた知

識や技術の定義による言語化は，保健師の地域保健

活動にとどまらず，保健医療福祉の関係職種による

現象の共通理解と活動の協働の促進につながること

が期待できる。

. 実践への示唆

1) 体制整備や政策形成に向けた定義の活用の可

能性

活動指針の内容には，従来の住民に対する直接的

な保健サービス等の提供に加えて，地域特性に応じ

た地域づくりを推進するための連携，地域ケアシス

テムの構築，保健医療福祉計画の策定および実施が

あげられている1)。

また，自治体保健師は，行政の第一線職員とし

て，日常業務を通じて得た住民や地域の情報を活か

し，自治体の政策全般にも積極的に関わる必要性が

示されており53)，自治体保健師自身が身につけたい

能力としても「施策形成・政策提言能力」が上位に

あげられている51)。

保健師の体制整備や政策形成に関わる必要性にお

いて，これらのプロセスは，事務職をはじめ関係職

種とともに行うものである。体制整備や政策形成を

行うためには，保健師が関係職種と積極的にコミュ

ニケーションを取り，共通理解の上で進めていくこ

とが必要である。しかし，共通理解において，用語

の概念を明確に説明できないことや専門分野におけ



546546 第68巻 日本公衛誌 第 8 号 2021年 8 月15日

る用語の認識の相違がある場合に，コミュニケー

ションの齟齬が生じる可能性がある。本研究の用語

の定義は，関係職種の合意を得たものであり，体制

整備や政策形成等に向けた，職種間の共通理解と円

滑なコミュニケーションを促進することができると

考える。

2) 実践の場における定義の活用の可能性

本研究の用語の定義は，保健師の健康な地域づく

りの推進に向けて，活動指針で使用される主要用語

を中心に定義を行った。しかし，活動指針の理解の

ために限定的なものでなく，実践の場で幅広く用い

ることを想定している。場面や状況に限定的な表現

を避け，異なる地域や組織で用いることができるよ

うに，汎用性が高くなるよう考慮した。また，わか

りやすさのため，自由記載の長さや表現に対する意

見を参考に，できるだけ簡潔な表現に努めた。これ

により，自治体の規模や部門を限定せずに用いるこ

とができ，臨床，教育，研究において，広く活用で

きると考える。

また，地域保健活動にかかる研究を行う上での基

礎となり，共通の概念に基づく研究を促進し，地域

保健活動のエビデンスを蓄積することで保健師の能

力向上に資すると考える。

. 研究の限界

本研究で定義した用語は，活動指針における主要

用語のうち，地域づくり，政策形成，人材育成等に

関するものを中心としている。個への対人支援（家

庭訪問，健康相談等）に関する用語は定義しておら

ず，地域保健活動のさらなる推進に向けて，これら

の用語の定義を検討していく必要がある。また，用

語の適合度，重要度，使用頻度を 4 件法のリッカー

トスケールで測定しており，適合，重要，使用の程

度については，厳密に測定できていない限界がある。

さらに，本研究の研究対象者は，自治体保健師，

自治体事務職員，保健師養成教員，社協職員の 4 職

種であった。公衆衛生医をはじめとするその他の地

域保健に携わる職種の意見が反映されていない限界

がある。また，保健師が健康な地域づくりを関係職

種とともに推進していくことを目的とした主要用語

の定義であり，回答者の割合は，保健師（自治体保

健師および保健師養成教員）が高く，とくに第 2 回

調査では保健師の割合が60であった。関係職種の

回答割合に対し，保健師の回答割合が高い結果から

検討された定義であることを考慮する必要がある。

 結 語

地域保健活動に関連する主要用語を定義するため

に，自治体保健師，自治体事務職員，保健師養成教

員，社協職員を研究対象として，デルファイ法によ

る調査を実施した。第 2 回調査の適合度は86.7か

ら98.9，平均は94.6であり，定義を確定させた。

すべての定義の適合度が85を超え，多様な解釈

のある用語を，保健師の地域保健活動の観点から定

義することができた。保健師と協働する関係職種の

意見を含めて定義したことは，これらの職種と共有

できる用語の定義となったと考える。

本定義は，保健師と関係職種の協働において，実

践，教育，研究の場で活用できると考える。

本研究にご協力いただきました自治体保健師，自治体

事務職員，保健師養成教員，社協職員の皆様に感謝申し

上げます。また，研究メンバーであり，ご助言をいただ

きました小鹿野町保健課主席保健師須藤裕子氏，滋賀県

立大学准教授鵜飼修先生に深く感謝いたします。
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Gaining consensus on key terms in community health activities: A national survey

using the Delphi method

Tomoko NAGAI, Maki UMEDA2, Kiyomi ASAHARA3, Yasuko MITSUMORI4,

Naoko ENDO5, Yuko EGAWA3, Maasa KOBAYASHI3, Kazuko SAEKI6,

Junko OMORI7, Taeko SHIMAZU8, Chie KAWASAKI9, Satoko NAGATA10,

Kiyomi SAGAWA11and Mikako KONISHI12

Key wordscommunity health activities, Delphi law, deˆnition of terms, public health nurses, inter-profes-

sional collaboration

Objectives The purpose of this study was to deˆne the terminology used in community health activities by

systematically establishing agreement among public health nurses and related professionals, to aid

them in eŠectively cooperating with other professionals.

Methods We extracted the major terms described in `̀ Guidelines for Public Health Nurses' Activities in the

Region,'' which was issued by the Director of Health Bureau, Ministry of Health, Labor and Wel-

fare; and conducted 2 iterations on the proposed deˆnition of the terms using the Delphi method.

The survey targeted 800 stakeholders from the following 4 professions: public health nurses in

managerial positions in local governments, clerical staŠ in local governments, public health nursing

professors at educational institutions, and social welfare council staŠ. Respondents indicated their

degree of agreement with the deˆnition of the terms using a 4-point Likert scale. We tallied the an-

swers indicating `̀ I agree'' or `̀ Mostly agree.'' A 70 term agreement was considered `̀ con-

formed.'' A free text box for each proposed deˆnition was also available so that respondents could

share their opinions and oŠer alternatives.

Results The ˆrst survey received 231 responses. The conformity of their deˆnitions ranged from 83.9

96.9 (mean＝91.5). Although all deˆnitions exceeded the consensus level, we examined their

adequacy with reference to the deˆnitions and opinions from the free text. Various opinions were

obtained from those engaged in each occupation. The second round included 117 consenting stake-

holders from the ˆrst survey, yielding 90 responses. Their degree of conformity ranged from 86.7

98.9 (mean＝94.6). Therefore, we determined the deˆnitions had reached a robust agreement.

We revised the deˆnitions of some terms with reference to the opinions from the free texts and ˆnal-

ized the deˆnitions. Finally, we deˆned 23 terms―such as region, community diagnosis, and policy.

Conclusion All terms had a conformity of more than 85, thus bringing into alignment those community

health terms that had varying interpretations among related occupations earlier. By including the

opinions of those from the related occupations who collaborate with public health nurses, the deˆni-

tions of these terms could be established and shared. These deˆnitions can be used in public health

nursing practice, education, service, and research―among those in involved these related occupa-

tions.
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